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平成23年度概算要事の概要   

（厚生労働省医政局） 

平成23年度概算要求・要望額  1，・8．86億7千4百万円  

〕
 
 

うち、概算要求額  
元気な日本復活特別枠   

1＼70’4億1千3百万円   
182億6千1す万円  

平成2 2年度予 算 額1，943億3千6百万円  

差 引 培 ▲ 減 額   ▲56億6千丁百万円  

対   年   度   比  97．1％   

（注）上記計数には、厚生労傲科学研究．費補助金等は含まない。  
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主要施策  

1．地域医療確保対策の推進  

48，、792百万円（52，366百万円）  

医師の地域偏在の是正など地域医療を担う人材の確保を図るとともに、質の高  
い医療サ⊥ビスを実現し二国鳥が安心・信頼できる医療提供体制を確保する  

（1）地域医療支援センター、（仮称）の整備  1，714百万円   

必要医師数実態調査の結果を踏まえ、地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援、  

医師不足病院への医師の派遣調整・あっせん（無料職業紹介）等を行ラため、都道府県  

が設置する「地域医療支援センター（仮称）」の運営に係る経費について財政支援を行  

う。（新規・特別枠）  

（2）臨床研修の充実  3，097百方円  

① 臨床研修の指導体制の充実（新規・特別枠）   2，910百万円  

地域医療の中核を担う臨床研修病院におし 

行う臨床研修指導医を確保するため、医師不足診療科の臨床研橡指導医における休日・夜間  

の指導手当に係る経費について財政支援を行う。  

② 臨床研修の質の向上及び研修医の確保等に向けた臨床研修病院群の形成促進（新規）  

187百万円 

地域の特色ある研修プログラムの作成や研修医の適正配置に関する協議など臨床研修の質   

の向上や地域医療を担う人材の確保に向けた取組（臨床研修病院群の形成）を促進する。  

チーム医療の総合的な推進  1，556百万円   

看護師、薬剤師等医療関係職種の活用の推進や役割の拡大によりチーム医療を推進し、各  
職種の業務の効率化・負担軽減等を図るとともに、質の高い医療サービスを実現するため、  
平成占2年度に策定するチー■ム医療のガイドラインに基づく取組について、その安全性や効果  

の実証を行う。（新規・特別枠）  

女性医師等の離職防止、・  復職支援  2′ 444百万円   

出産や育児等により離職している女性医師の復職支援のため、都道府県に受付・相談窓  
口を設置し、研修受け入れ医療機関の紹介や復職後の勤務態様に応じた研修を実施する。  

また、子どもを持つ女性医師や看護職員等の離職の防止及び復職支援のため、病院内保  
育所の運営に対する支援について、新たに休日保育を対象に加えるなどの充実を図る。   



（5）看護職員の確保策等の推進  3，337百万円   

看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点から、新人看護職員研修の更  
なる普及や充実を図るため、新た′に新人看護職員を指導する教育担当者及び実地指導者等に  

対する研修の実施や、病院内保育所の運営等に対する財政支援わ拡充などを行う。  

（6）へき地などの保健医療対策の充実  2，0・14百万円   

へき地医療支援事業の企画・調整などを行う「へき一地医療支援機構」の充実を図るほカチト  

人き地医療の現場を担う人材を育成するため、へき地医療拠点病院における人材育成機能を  

強化する。  

（7）在宅医療一在宅歯科医療の推進  448百万円  

① 在宅医療の推進（新規）  138百万円   

在宅医療を希望する患者ができる限り住み慣れた坤域や家庭で生活を送ることを支え   

ていくため、医療一福祉・保健にまたがる様々な支援を包括的かつ継続的に提供してい  

く連携体制の碍築に郎ナた取組を行う。   

② 在宅歯科医療の推進  246百方円   

生涯を通じて歯の健康の保持を推進す卑ため、寝たきりの高齢者や障害者等に対する在宅   

歯科医療について、地域における医科、介護等との連携体制の構築、人材の確保こ在宅歯科   
医療機器の整備等について財政支援を行う。  

（8）医療分野の情報化の推進  925百万円   

新成長戦略（平成22年6月18日間議決定）等を倦まえ、シームレスな地域連携医療を実  

現するため、．、医療機蘭同等でのデーダ共有や、個人が自らの診療情報等を電子的に管理・活  

用できる仕組みを構築ナるための夷証事業を実施し、情報サービスの確立を目指す。（新規）   

またこ電子カルテ導入等ゐ医療分野の情報化の推進や遠隔医療の設備整備に対する支援  

を行い、地域医療の充実を図る。、  

（9）歯科保健医療対策の推進  485百万円   

8020運動について、成人め歯科疾患予防や検琴の充実を行うなど、生涯を通じた歯  

の健康の保持を引き続き推進する。   
全てのライフステージにおける 

はじめとした取組の効果について検証を行うため、歯科疾患に関する実態調査を行う。   

また、．安全で安心かつ良質な歯科保健医療を提供する観点から、歯科医療安全等に関す  
る情報収集等を行い、国民や歯科医療関係者へ歯科医療に関する情報発信を行う。   



2．救急医療■周産期医療の体制整備 
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救急、周産‘期等の医療提供体制を再建し、国民の不安を軽減する  

（1）救急医療体制の充実  14，716百万円  

① 救急医療体制の整備  5，461百万円  
救急患者の円滑な受入れが行われるよう、受入困難患者の受入れを確実に行う医療機関  

の空床確保に対する財政支援を行うとともに、・重篤な救急患者を24時間体制で受け入れる  

救命救急センターに対する財政支援を行う。   

②ドクター人り導入促逸事業の充実  2，932百万円   
早期治療の開始と迅速な搬送による救命率の向上を図るため、ドクターヘリ（医師が同  

乗する救急医療用ヘリコプター）事業を推進する。  

③ 重篤な小児救急患者に対する医療の充実   
超急性期にある小児の救命救急医療を担う  

援や、その後の急性期にある小児への集中的・  

対する財政支援を行う。  

605百万円  
「′J、児救命救急センター」の運営に対する支  

専門的医療を行う小児集中治療室の整備等に  

（2）周産期医療体制の充実  8，519百万円   

地域において安心して産み育てることのできる医療の確保を図るため、総合周産期母子  
医療センター及びそれを支える地域周産期母子医療センターの肝ICU（母体・胎児集中治療  

室）、NICU（新生児集中治療室）等に対する財政支援を行う。  

3．革新的な医葵晶・医療機器の開発促進  

20，917百万円（21，374百万円）  

革新的新薬■医療機器創出のための臨床試験拠点の体制整備、研究費の重点  
配分など、革新的な医薬品・医療機器の開発を促進する  

く1）世界に先駆けた革新的新薬・医療機琴創出のための臨床試験拠点の整備  

5，054百万円   

日本発の革新的な医薬品・医療機器を創出するため、世界に先駆けてヒトに初めて新  
規薬物・機器を投与・使用する臨床読験等の実施拠点となる医療機関の木材確保、診断  

機器等の整備、運営に必要な経費につい七財政支援を行う。（新規・特別枠）   

ヽ  

－3－  
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（2）グローバル臨床研究拠点等の整備の拡充  799百万円   

医薬品開発の迅速化を図り、ドラッグラグの解消に資するため、外国甲研究機関与の  

国際共同治琴・臨床研究を実施する拠点の体細整備を行うとともに、国内における未承  

認薬等の開発を推進するための治験支援拠点毎の体制整備を呑う。  

（3）医薬品・医療機器に関する研究費の重点化一拡充  1●4．545百万円   

革新的な医薬品・医療機器の臨床研究・実用化を促進するために、再生医療、次世代  

ワクチン、ナノメディシン、活動嶺域拡張、・希少疾病への研究費の重点化等を行う。  

（4）覧の高い臨床研究・治験の実施休制の強化   

高度な臨舜研究・治験を実施する人材の育成と確保を図るため、臨床研究コーディネ  

「ダー及びデータマネジャー育成に対する支援を行い、質の高い臨床研究・治験の実施  

体制の強化を図る。（新規）  

（5）後発医薬品の使用促進  101百万円   

後発医薬品に関する理解を向上させるため、各都道府県に設置した協議会において、  

地域の実情に応じた事業を検討，実施するとともに、新たに保険者が差額通知サービス  

（被保険者に 

すくするための環境作りを行い、より一層の推進を図る。  

4．その他  

（1）（独）国立高度専門医療研究センタ「及び（独）国立病院機構におけ 

79，833百万円  

【うち、元気な日本復活特別枠 7，027百万円】  

①（独）国立高度専門医療研究センター及び（独）国立病院機構における政策医療等の実施  

72け 806百万円   

全国的な政策医療ネットワークを活用し、がん、循環器病等に関する高度先駆的医琴、   

臨床研究、教育研修及び情報発信を推進する。   



② 先端医療技術等の開発・研究の推進（国立高度専門医療研究センター）（新規・特別枠）  

7，027百万円   

国立高度専門医療研究センターの豊富な症例数、専門性などの特性を活かし、日本発   

の革新的な医裏品、医療技術の開発に資するため、研究の基礎となろバイオリソース※   

を蓄積し、医薬品、医療機器等の開発を行うとともに、研究成果の迅速な実用化を困る   

ための知的財産管理の体制垂備を行う。  

※ バイオリソースとは、研究開発のための材料とし 

生体試料、さらにはそれらから生み出された情報等のこと。  

35．645百万円   ハ ンセン病療養所の充実  （2）・国立  

居住者棟の更新築整鹿を推進するとともに、リハビリ体制を強化するなど、入所者に  

対する医療及び生活環境の充実を図る。  

つ 適正な受入等  269百万円   外国人看護師候補者の円滑か  経済連携協定に基づく  

経済連携協定に基づく外国人看護師候補者を円滑かつ適正に受け入れるため、看護導  
入研修を行うとともに、受入施設に対すろ巡回指導や日本軍の習得を含めた看護師国家  
試験の合格に向けた学習の支援を行う。  

のための体制整備に向けた取組 39百万円   （外国人患者の受入れ）  ）国際医療交流  

新成長戦略において国際医療交流を推進するとされたことを踏まえ、外国人患者を受  
け入れる医療機関の質の確保を図ることを目的に、外国人患者の受入に資する医療機関  
の認証制度の整備に向けた取組を行う。（新規）  

11百万円   （5）統合医療の情報発信に向けた取組  

近代西洋医学と伝統医学・相稀代替医療を組み合わせた統合医療について、国民にわ  
かやすく、適切な情報発信を行うため、統合医療の技術評価の手法、情報発信の対象、  
情報発信の在り方等について検討を行う。（新規）  

264百万円  死因究明体制の充実に向けた支援   

異状死及び診療関連死の死因究明において死亡時画像診断の取組を促進させるため、  

医療機関に対する支援等を充実する。  
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成支妻   

専業の効妄ト  蘭赦抽轍鮒輔  

d二二転師とし七め再来t±本妻を持づことなく三言地威医療l±鹿事セきる 

勤務壕境を提供する（地球枠医師の涛用事） 

0県内や車施〔ている庭師確保対策め情報を総合泰白とし七 

＋⊥元的に提供す冬 

○求人十求線情報を全国的に提倶する 

《地唾準軒≠鍵草す冬医師を曜味し」そめ帯革を翠≡  自重全0年＝行幸22年   

土とに皐り二‘摩師由地球偏在を解消す奉》 怒感廠さ寅 

地域枠医師のキャリア形成と地域定着を支援  

地域医療支援センター（仮称）  

【総合相談窓口と情報発信】 

医師確保に係る総合相談窓口として、県内外   
の医師や医学生、高校生などからの様々な相談   
に対応。HPを開設し、地域枠医師の募集、医   
療機関の求人、都道府県内の医師確保対策の内   
容等を情報尭信  

【地域枠医師のキャリア形成支援】 

最新医療技術の習得聯会が得られないことな   

どの地域枠医師の不安を解消し、地域医療への   

定着を図るためのキャリア形成支援（専門医、   

認定医の取得等）を実施  

【指導医の養成と研嘩体制の整備】  

若い医師は高い能力の指導医の下で医療技術   

等の習得を希望しているため、指導医の養成を   

行い、地域医療機関等に計画的に配置すること  

セ、、地域での研修体制を整備  

【医師のあっせん】   

内外の医師の求職情報、医療機関め求人情報、   

求人医療機甲の施設概要等の情報を提供するこ   

とを通じてく地域医療に従事することを希望す   

る医師の地土或医療機関等へのあっせんを実施  

【地域医療関係者との意見調整】   

支援センターを円滑に運営するためには、  
県内の医療関係者（大学、中核病院、医師会等）  
の協力がなければ成り立たないため、地域の医  
療提供体制の確保のために一体となって取り組  

むための意見調整を実施  

【地域医療に従事する医師の支援】  
研修・学芸等への出席期間中の代彗医師の   

手当てや中核病院での研修など地域医療に従   

事する医師の支援を実施  
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（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致Lないものがある。  

1射即  
如4 債円  

1潮 
（1）新卒者雇用に関する緊急対箕  

03年以内既卒者採用拡大奨励金さ5僚円  ノ03年以内既卒者トライアル雇用奨励金 65億円  

0ジヲ 

○多様なインターンシップ接会の提供・100億再．  等  

1，171▲ 億円  （2）雇用創造・人材育成の支援  

0パーソナル・サポート・モデル事業の実施罰億円  

○森林・林業再生緊急対策・61億円  0「重点分野雇用創造事業Jの拡充い湖億円  

○地域雇用創造fCT絆プロジェクト60億円  

●（3）中小企業に対する金融支援（既往貸付の返済負担の麗減）  

L 
．． 

（2）中小企業等の高付加価偉化、販路開拓等の緊急支援  

0戦略的基盤技術高度化支援事業の拡充100億円  

○中′ト企業の海外販路開拓支援わ拡充10偉円   

330 億円  

L社卜慮円  

1，100 億円  

111億円▲  

3十「鱒岬  
＼   （1）家電エコポイント制度の延長  

（2）住宅エコポイント制度の延長 

（3）優良住宅取得支援制度（フラット35S）の大喝な金利引下げの延長  

4．・耐震化・ゲリラ蒜雨対策等の十地域の防災対軌  

ヰβ32一億円   

885 億円  
1，412 債円  
2．235 億円  

⊥旦し噂男  

・571億由  （1）病院等の耐護化等対策■   

○災害拠局病院等の耐震化の促運卜360旗円   

0学校施設の耐震化等の促進 210偉円  

（2）ゲリラ豪雨対策等緊急防災対策 

0道路、．言動II等の防災・震災対馬 705億円 ○農地の湛水被害等の防止対嚢180億円   

○山地災害等の防止対照 30偉円   

○老人関係施設のスプリンクラー整備等の促進137嬢円 

1、101億円  

9，179 億円  
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（別紙）  

「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」について  

円高・デフレ対応のための   

緊急総合経済対策  

ノ   

～新成長戦酪実現に向けたステップ2～  

「円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策」を別杯のとおり  

定める。  

平成22年10月8日   



円高・デフレ対応のための緊急総合経済対策   

～戯成長脚／プたステップ2～   
Ⅰ．基本的な考え   

1．経済の現状認亘て  

1   

1  

2   

5   

5  

6  

6  

7  

9  

2．本経済対策の考え方  

前場紘急激聯軋レ脚こスと」♪、感敬啓って誘弥L、デ  

フ城萄牡責索のβ樹謝た鋤凄めのとLて7－く笑め／ご、一柳ガ牢  

∴トニこ∴・・こ一項さ●′・；ニーて・・∴い・し‾′：‾・i二小∫こごこ・辛く．一二一：、∴二∴∴さ朴∴－⊥′ト，・・てニナこ卜∴・．一  

β仁虎叡／為   

その庚テップ7ノ比て急速な何蘇デブレ据／ユ絆して戯効鱈のある屠記礪  

や符に震軒虜局叡出発賓の虜レ鹿野こ豪家を置き、覇或彪棚一彪  

威潜曹化予膵費像J田鹿巧ノ翻した努畠㈱こ夢Lた∠ごろであ為  

御許て▽釆ごれに好く膨で／ヌテ㌢ア2／として農計層棚、必要7こ応  

じ、粛正柔穿御感勤労・晰を行い、きら／ご／ヌテンプ乱せんて予頻  

や痴静祭罰鎗ガ宅感′こお働こと／こよ久デブ城却  

∠層二好叡鑑配Lた摩滅或斉の美質をβ拶すごととしている   

廃紙この／搬ノのステッフ2あ完好す憲邑のて法る  

匝．融埠頭  

1．雇用■人材育成  

（1）新卒者・若年者支援の強化  

（2）雇用調整助成金等による雇用下支えと生活支援  

（3）雇用創造・人材育成  

2．新成長戦略の推進・加速  

（1）グリーンイノベーションの推進～環境・エネルギー大国戦略～……‥‖‥10  

（2）ライフ・イノベーションの推進 ～健康大国戦略～  11  

12  

13  

14  

（3）アジア経済戦略の推進  

（4）科学・技術・情報通信立国戦略の推進  

く5）円高メリットの活用  

3．子育て、医療一介護・福祉等の強化による安心の確保‖……………‥．……………‥15  

（1）子育て  15  

16  

17  

18  

20  

20  

23  

25  

26  

27  

29  

.29 

29  

30  

31  

32  

l（2）医療  

（3）介護等高齢者の生活の安心の確保  

（4）福祉等  Ⅰ．基本的な考え方  
4・地域活性化、社会資本整備、中小重美対策等  

（1）地域活性化  

（2）社会資本整備  

（3）中小企業対策  
1．経済の現状認識  

（4）その他  

5．規制・制度改革  （景気の先行き悪化懸念の強まり）   

我が国経済・雇用の動向を見ると、「3段構え」のステップ1（緊急的な対  

応）決定以降も、回復力の弱さや先行きの下押しリスクを示す動きが続いて  

おり、景気を巡る環境の厳しさが増している。   

輸出は、準外経済の減速傾向等から、これまで景気回復を支えてきたア  

ジア向けを中心に鈍化している。生産は3ケ月連続で減少し、企業の先行  

きの景況感は悪化している。経済全体の需給ギセップは依然として大きく  

供給超過の状態にあり、物価は1年半にわたり下落が続くなど、デフレが  
1 

○施策執行の進捗管理  

○本対策の規模  

○本対策の効果  

（別紙）本対策の規模  

別表1既定の改革の実施時期を前倒しする事項  

別表2国を醜く経済戦略分野を中心とした規鰍制度改革事項‥‥……‥…  



まネ、「そ甲場しのぎ」の対策ではなく、’将来を見据えた「国家戦略」の一   

環として対策を実施することを通じて、企業が安心して投資と雇用に乗り   

出せる環境づくりを目指す。このため、新成長戦略の施策・事業を大胆   

に加速する。  

こうした考え方に基づく「切れ目のない」迅速な政策対応により、デフレ  

脱却と、成長分野における雇用の創出が家計の所得・支出の増加につな  

がるような経済の「好循環」を確かなものとする。   

く円高、デフレ状況への対応）   

我が国経済の喫緊の大きなリスクである円高、そしてデフレ状況に対し  

ては、需要・雇用面に加え、引き続き為替・金融面からの対応が必要であ  

る。  

為替につし 

影響を与え看過できないとの観点から、引き続き、必要な時には為替介入  

を含め断固たる措置をとるこ一方、円高にはメリットもあり、これを最大限活  

用するために、新成長戦略甲考え方に基づき、海外資源の積極的な確保  

を含めヒト・モノヤカネの流れを活性化させる施策を積極的に推進する。   

金融政策面で埠、日本銀行は、金融緩和を一段と強力に推進するため  

「包括的な金融緩和政策」を決定し、これを実施している。日本銀行に対し  

ては、デフレ脱却が政府と日本銀行の政策課題であるとの認識を共有し、  

引き続き、政府と緊密な情報交換・連携を保ちつつ、適切かつ機動的な金  

融政策の運営によって経済を下支えするよう期待する。   

慢性化しているp失業率は依然5％超の高水準が続き、若年者の雇用状況  

が厳しいことに変わりはない。街角目線からみても、景気に対して弱めの見  

方が増えている。   

為替市場は」本年9月に約6年半ぶりにとられた為替介入もあって、円高  

の急速な進行が一服したものの、企業わ採算レートから見れば依然卑して  

円は厳しい水準で推移している。   

自律的な景気回復実現の要である雇用の改善が進まず、生産から所  

得・支出へ景気回復の力が広がっていない中で、円高の畢期化や海外経  

済の減速といった外的要因は、我が国景気を先行き下振れさせる大きなリ  

スクである。◆こうした下振れリスクカ．吟後顕在化していけば、新成長戦略が  

目指すデフレ脱却や自律的回復の実現が遠のく恐れがある。  

の考え方  

（スピードを重視した需要・雇用の切れ目ない創出）  

このように厳しい経済情勢や先行き懸念を踏まえ、予備費を借用したス  
テγプ1から間をおかず、平成22年度補正予算の編成を行い、以下の3つ  

の視点に立脚した本経済対策（ステップ2）を迅速に実施する。   

①今後の需要輝少懸念への備え、々イγド安定への働きかけ   

ステップ1が、円高・デフレ状況へのスピ」ドと即効性を葺祝した緊急   

的な対応であったのに対し、ステップ2では、補正予算の帝成・実施料   

通じ、今年末から年明け以降の景気・雇用の悪化めリスクに対し、これに   

先手を打つよう需要面からの備えを行う。これにより、国民や企業のマイ   

ンドに安忠盛をもたらし、成長経路の下顕れ懸念に対応する。   

②来年度予算実行への橋渡し  

需要・雇用創出を着実に後押しし、新硬長戦略の本格実施にあたる   
平成23年度予算の実行につなげる。   

③新成長戦略の前倒し 

需要面の成長志向とデフレ脱却という新成長戦略の目顔をしっかり踏  
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（本対策の5つの柱）   

これらの対応に加え、新成長戦略に基づき、中長期的な需要の嶺化に資  

する施策・事業を大月旦に推進する。具体的には、平成23年度「元気な日本  

復活特別枠」等にかかる施策・事業を前倒ししつつ、以下の5つの柱の下、  

経済の活性化や国民生活の安定・安心に真に役立つ施策を実施する。  

Ⅱ．ステップ2の具体策  

1．雇用■人材育成   

厳しい雇用情勢が続いていることを踏まえ、新卒者の就職支援、企業の  

雇用維持努力への支援等を進めるとともに、成声分野を中心とした雇用創  

造・人材育成を図る。  
第一の柱「置用・人材育成」 

若年者を中心に依然厳しい雇用情勢に対して、新卒者の就職支線、企ノ   

業の雇用維持努力への支援を進めるとともに、成長分野を中心とした雇   

用創造・人材育成を図る。  

第二の柱「新成長卑如各の 

環舜・エネルギー、ライフ・イノベーションなど成長分野の基盤整備を加   

速しつつ、成長の成果が早期に国民に還元されるよう取組を推進する。  

第三の柱て子育て、医療・介護・福祉等」   

国民が安心して暮らすことができ、また、子どもを産み育てながら働けるよ   

う＼社会保障を強化し、その潜在需要の実現を雇用の拡大につなげる。 

第四の柱「地域活性化、社会資本整備、中小企業対策等」 

成長の牽引力となるインフラ整備を前倒して実施するとともに、地域を支   

える中小企業支援を含め地域活性化を図り、地域の視点に立った重点   

的な支援を行う。、  

第五の柱「規制欄J度改革」   

ステップ1に続き、財源を使わない景気対策として、及び新成長戦略を   

推進するための政策ツールとして規制・制度改革を強力に推進する。  

（1）新卒者・若年者支援め強化   

O「新卒者就活応援プログラム（仮称）」の実施等   

○若年者等正規雇用化特別奨励金の拡充   

○中小企業を中心とする企業と学生のミスマッチ解消  

（2）雇用調整助成金等による雇用下支えと隼活支援   

○雇用調整助成金の要件緩和  

′○派遣労働者の直接雇用を促進するための奨励金の拡充   

O「『住まい対策』の拡充」の延長   

○貧困・困窮者の「絆」再生事業の実施   

○パーソナルヰポート・サービ云の制度化に向けた検討  

（3）雇用創造・人材育成   

○重点分野雇用創造事業の拡充   

○緊急人材育成支援事業の延長等  

○成長分野等人材育成支援事業の実施   

○実践キャリア・アップ制度の推進   

O「新しい公共」の自立的な発展の促進のための環境整備   
（今後の対応）  

本経済対策に基づき、既定予革の痕用に加え、平成22年度補正予算を  

編成し、以下に掲げる施策を速やかに実施する。   

また、今後については、引き続き景気・雇用動向への警戒を怠ることなく、  

予算や税制等、平成23年度における新成長戦略の本格実施（ステップ3）  

につなげ、デフレ脱却と景気の自律的回復に向けた対応に万全を期す。  
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僻若年者支援の強化 

彪／レ威戯県家・層聯甥必まれ5中、廟率軍■醐   

＜具体的な措置＞   

Q呼卒考就活応援プログラム（仮称）」め実施等【厚生労働軋内面聞  

け）新卒者就職実現プロジェクトの拡充．  

経済危機対応・地域活肘ヒ予備費において措置した「3年以内既卒者（新卒   

扱い）採用拡大奨励釦・「3年以内既卒者トライアル雇用奨励金」（廟卒者就   

職実現プロジェクト」）を拡充し、平成23年度末まで延長するとともに、長期の育  

成支援が必要な者への支援を行う。   

（イ）「新卒応接ハロ⊥ヮ「ク」の機能強化によるワン・ストップけ－ビスの更な  

る推進等  

「新卒者就職実現プロジェクト」も活用しつつ、新卒応援ハローワークにおい   

て、ジョブサポーターを増員し、採用意欽のある中小企業等とのマッチングや  

定着支援、面接会の開催など、ワン・ストップできめ細かな支授の充実を図る。  

また、特に雇用情勢が厳しい沖縄県において新卒者に対する就職支援を睾  

点的に行う。   

○琴年軍学即見雇用化準男嘩励金の拡充【厚生労働省】  

年長フリーク」等の正規雇用を支援する「若年者等正規雇用化特別奨励  

1  蝕のうち、「トライアル雇用活用型」の支給対象者（25～39轟）をこついて、25意気  
未満の者も対象に含めるよう年齢枠を拡大する。   

○中小企業を中心とする企業と学生のミスマッチ解消【嘩済産業省】  

ジョブカフェにおける中小企業等向けの求人開拓を一層進めるとともに、中  

小企業等の魅力を発イ言する事業を強化する。  

るととめ／こ倉囲■鵬する   

＜具体的な措置＞  

脚牛緩和【厚生労働省】   

雇用調整助成金について、急激な円高を受け、直近3か月の生産量が3年 

前の同時期に比べ15％以上減少している赤字の企業も対象とする要件緩和を  

行う。あわせて、不正受給防止対策の強化にも取り組む。  

癖励金の砿充【厚生労働省】   

派遣労働者の派遣先での直接雇用を促進するため、派遣労働者雇用安定  

化特別奨励金の積み増しを行う。  

Q「『住まい対策』の拡充」の延長【厚生労働省1  

離職者への住宅手当の支給など、昨年12月の緊急経済対策により拡充した  

「住まい対熟について、平成23年摩末まで享年間事業を延長する。  

卿【厚生労働省】   

「職」■と「住まい」を失うなど支援がなければ不一ムレスとなるおそれのある方  

等に対して、NPO等民間支援団体と協働した総合相談や緊急一時宿泊施設 

の陛供等により、地域生活へゐ復帰、路上化予防、屑路上化防止を図る。  

0パソナル・サボヰサービス懐他 

【内閣府、厚生労働省】   

生活及び就労に関する問題を抱え、本人の力たけでは自立が難しい求職者  

に対し、ニーズに合った触感細面妙つ継続的な声援を行うパーソナルーサボ  

ニト・サ」ビスについて、モディレ事業を実施するとともに、制度化に向けた課題   

の検討を進める。  

（2）雇用調整助成金等による雇用下支えと生活支準  

用有毒斯こよる酬ク孝腐まえ企業勿屠局後樺努カへ御す  
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棚をβJ管プつ簸煮から、痢姥ばガ窟・腰扮と潜在勧屏  
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